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税 金の話 
　モデルケース１
　　夫・妻（所得なし）・子（１７歳）・子（１２歳）
　　給与収入 ７,０００,０００円　給与所得控除後の金額 ５,１００,０００円
　　所得控除　社会保険料控除　　７００,０００円
　　　　　　　配偶者控除　　　　３３０,０００円（所得税控除額は　３８０,０００円）
　　　　　　　扶養控除　　　　　３３０,０００円（所得税控除額は　３８０,０００円）
　　　　　　　特定扶養控除　　　４５０,０００円（所得税控除額は　６３０,０００円）
　　　　　　　基礎控除　　　　　３３０,０００円（所得税控除額は　３８０,０００円）

　　　　　　　　　計　　　　　　２,１４０,０００円（所得税控除額は２,４７０,０００円）
　　課税総所得金額 ２,９６０,０００円（所得税は ２,６３０,０００円）

　　平成１８年度（所得税は平成１８年分）　　平成１９年度（所得税は平成１９年分）
　　住民税　　　　　２００,０００円　　　　　住民税　　　２９７,５００円
　　・定率減税　　　△１４,７００円
　　所得税　　　　　２６３,０００円　　　　　所得税　　　１６５,５００円 （①＋②）
　　・定率減税　　　△２６,３００円

　　　合計　　　　　４２２,０００円　　　　　合計　　　　４６３,０００円
　　　〔住民税と所得税の合計額は変わりませんが、定率減税の廃止により４１,０００円の増額となります。〕

　モデルケース２
　　夫（６８歳）・妻（６５歳、所得なし）
　　公的年金収入 ３,０００,０００円　公的年金等に係る雑所得 １,８００,０００円
　　所得控除　社会保険料控除　１６０,０００円
　　　　　　　配偶者控除　　　３３０,０００円（所得税控除額は  ３８０,０００円）
　　　　　　　基礎控除　　　　３３０,０００円（所得税控除額は  ３８０,０００円）

　　　　　　　　　計　　　　　８２０,０００円（所得税控除額は  ９２０,０００円）
　　課税総所得金額 ９８０,０００円（所得税は ８８０,０００円）

　　平成１８年度 (所得税は平成１８年分）      平成１９年度 (所得税は平成１９年分）
　　住民税　　　　　　５３,０００円　　　　　住民税    　 　 ９７,０００円
　　・定率減税　　　△３,７００円
　　所得税　　　　　　８８,０００円　　　     　所得税  　   　 ４４,０００円
　　・定率減税　　　△８,８００円

　　合計　　　　　　１２８,５００円　　　　　合計    　   　１４１,０００円
　　　〔住民税と所得税の合計額は変わりませんが、定率減税の廃止により１２,５００円の増額となります。〕
　※　住民税は町民税６％、県民税４％の税率を掛けて１００円未満を切り捨てたものを合計するので、１０％掛けた

金額と一致しない場合があります。

（算出方法）課税総所得金額　　　税率　　　調整控除　　　均等割　
２９６万円　×　１０％　－　２，５００円　＋　４，０００円

（算出方法）１９５万円　×　５％　＝　９７，５００円 ①  
　　　　　　（２６３万円　－　１９５万円）　×　１０％＝６８，０００円②

（算出方法）課税総所得金額　　　税率　　　調整控除　　　均等割　
９８万円　×　１０％　－　５，０００円　＋　４，０００円

（算出方法）８８万円　×　５％　＝　４４，０００円　 　　　　　　　　　

今今月月のの納納税税ななどど

町県民税　　　　全・１期分

公共下水道事業受益者負担金

納期限は７月 ２ 日（月）です

□問い合わせ先
　税務課住民税係
　�（４８）１１１１
　（内２２０）
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住民税額、所得税額はこうなります。住民税額、所得税額はこうなります。住民税額、所得税額はこうなります。


